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水循環施策の推進に向けた企業連携の取組

○CSRやSDGsの動向に加え、気候変動・水リスクへの対応などが企業には求められており、

水循環への取組を既に行っている企業や水循環に関心を示す企業が増加。

○R3～4年度にかけて収集した企業の主な意見

・地域連携という観点で水源保全などの取組を行いたいが、相手が見つからず困っている。

・関係者と連携したり、情報を共有できる場・機会がない。

・企業の活動に対し認証や表彰などがあると、取組の推進につながる。

1

事業者は、その事業活動に際しては、水を適正に利用し、健全な水循環への配慮に努めると

ともに、国又は地方公共団体が実施する水循環に関する施策に協力する責務を有する

水循環基本法 第６条 事業者の責務

水循環における企業の状況

○水循環政策本部事務局では、企業が水循環における取組を円滑に行えるよう、評価制度の創

設等様々な企業活動への今後のサポートについて議論する有識者会議を開催し検討を進めて

いるとともに、情報を共有するウェビナーを開催している。

水循環政策本部の取組
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企業の健全な水循環の取組に関する有識者会議（１）

平成26年に水循環基本法が制定され、事業者の責務についても規定され、企業においても健全な

水循環の取組を行うことが求められている。また、気候変動関連の動向等を踏まえ、水への取組に

関心を有する企業も増えてきている。これらを踏まえ、企業の健全な水循環の取組をサポートする

取組について意見を聴取する。

目的

氏名 役職

育野 望 栗田工業株式会社 イノベーション本部ソリューション開拓部長

加嶋 雄一郎 キッコーマン株式会社 経営企画部長代理

木場 弘子 フリーキャスター、千葉大学 客員教授

後藤 郁雄 株式会社UACJ サステナビリティ推進本部気候変動対策推進部長

田部 岳史 富士フイルム九州株式会社 取締役執行役員総務部長

千葉 知世 大阪公立大学大学院 現代システム科学研究科准教授

辻村 真貴（座長） 筑波大学 生命環境系教授

永田 努 熊本市 環境局環境推進部長

中屋 眞司 信州大学 工学部特任教授・名誉教授

吉田 広人 八千代エンジニヤリング株式会社事業開発本部第一開発室サステナビリティサービス課長

※敬称略、五十音順

第１回：R4.11.29 第２回：R5.5.25 第３回 R5.12（予定）

構成員

開催実績
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企業の健全な水循環の取組に関する有識者会議（２）

①総合窓口（ポータルサイト・相談
窓口）の開設 ※R5年度中予定

④企業の健全な水循環へ
の貢献の積極的な評価
（認証制度の創設など）

③ウェビナーなどの開催
※実施中

②情報収集と情報発信
（企業活動事例のHP掲
載など）

有識者会議における主な意見

有識者会議での意見を
踏まえ企業向け
サポート策を検討中

⑤学などとの連携
（有識者、コンサルなど
の斡旋・マッチング機会
創出など）

○企業連携水循環プラットフォームについて（ホームページ）

・企業が実情に合わせてグッドプラクティスを参考にできる機能があると良い

○企業による健全な水循環に資する取組を評価する認証制度について

・ターゲット層を絞らず、現在水循環に関心が低い企業も取り込むほうが良い

・段階的に評価できるような仕組みにすると応募しやすい

・関心をもってもらえるよう最初は幅広にした方が良い

○アフターフォローについて

・一方的な情報提供にとどまらない仕組みがあると良い
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企業連携水循環ウェビナーの開催

• 水の取組に関心を有する企業が健全な水循環
の取組を円滑に行えるよう、実践的な情報や知
見を共有し、関係者のマッチング等につなげる。

• 水の取組に関心を有する企業
• 既に水循環に取り組んでいる自治体、企業等

• 令和５年２月「国際的動向を踏まえた水循環の
取組」（節水技術、水源涵養等）

• 令和５年10月「地下水管理における課題と取組」

目的

主な対象者

日程・テーマ

• 第１回は約240名が聴講。うち約８割が会社員。
• 参加者の約６割が40、50代の管理職や経営層。
• 参加者からは「参考になった」、「もっと色々な企業の
取組など、具体的な詳しく掘り下げたお話を伺いたい」
などの意見が寄せられた。

＜参考＞開催結果・参加者コメント等


